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Ⅰ 高畠町 創業者支援事業について 

 

1. 制度の目的 

   本事業は、創業事業者を地域内から生み出し、新しい需要や雇用を創出し、地域経済

の活性化を図るため、町内で創業する際の初動期の事業に対し支援を行うことを目的と

する。 

  

2. 補助対象者 

補助金の交付対象となる事業者は、新たに町内で創業を行う者または交付申請時に町

内で創業後２年未満の者。（以下「創業者」という。） 

※平成２８年度高畠町創業支援・新ビジネスモデルチャレンジ事業費補助金交付要綱に

基づく補助金の交付を受けた者、平成２９年度・平成３０年度・平成３１年度・令和

２年度・令和３年度・令和４年度・令和５年度・令和６年度高畠町創業者支援事業費

補助金交付要綱に基づく補助金の交付を受けた者は除きます。 

 

3. 補助対象事業 

   本事業の補助対象事業は、「事業計画」に基づく事業が補助対象となる。 

  （１）創業者支援 

 創業者が、地域の需要、雇用を支える事業、海外市場の獲得を念頭とした事業を、

新たに町内において興すもの 

※創業支援の補助金交付には、高畠町創業支援事業計画に基づく特定創業支援事業

（創業セミナー）を受講し、証明書の交付を受けた者又は証明書の交付が見込まれる

ことが条件となります。 

 

4. 事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

    【図１】 

 

① 公募開始  令和７年５月２１日（水） 

② 応募締切（必着） 令和７年６月２７日（金） 

③ 審査・採択候補決定 令和７年７月上旬 

④ 交付申請  令和７年７月上旬 

⑤ 交付決定  令和７年７月中旬 

⑥ 最終報告、評価  令和８年３月上旬頃 

⑦ 実績報告  令和８年３月１３日（金）まで 

審査委員会 

（外部関係機関等） 

 

 

町 

 

 

 

創業者 

 ①公募 

     ②応募 

 ③審査・採択候補決定 

   ④交付申請 

 ⑤交付決定 

⑥最終報告、評価 

   ⑦実績報告 
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5. 事業計画（対象事業） 

   本補助金は、前述のとおり「事業計画」に基づく事業に対する制度である。このため、

事前に「事業計画」を作成することが必要となる。「事業計画」作成に当たっては、創業

者概要書（様式１）、補助事業内容書（様式２）の指示通りに記載し、町に提出する必要

がある。 

    

6. 補助対象経費及び補助率等 

   本事業は、創業者による町内での創業に必要な初動期の経費を支援するものである。

補助対象経費は、事業目的を達成するため整備すべき内容について係る経費を計上する

こと。ただし、対象事業費は税抜きの金額で考えるものとする。 

   また、本補助事業を行う際には、通常の会計とは別に区分経理を行うこと。補助対象

経費は本事業の対象として明確に区分できるもので、かつ証拠書類により金額等が確認

できる支出のみが対象となる。 

   ※なお、今回の公募においては、令和７年４月１日以降に発生した補助対象経費の計

上を認める。 

 

【表１】補助対象経費及び補助率等 

補 助 対 象 経 費 
補助金の額 

経費区分 内          容 

創業経費 

創業のために必要な機械設備及

び装置、備品費等の取得費、内

装等内部造作の工事費、広報費、

研修費 

補助対象経費の合計額の２分の

１に相当する額又は３０万円の

いずれか低い額とし、予算の範

囲内で交付する。 
家 賃 

創業のため対象期間内に負担し

た当該賃貸施設の賃借料の６か

月相当額 

ただし、次の要件をすべて満た

すこと。 

（１） 賃借料が月額 50,000円

以上であること。 

（２） 居住実態がないこと。 

（３） 自宅兼店舗ではないこ

と。 

（４） 自己または親族の所有で

はないこと。 

その他の経費 
上記に掲げるもののほか、町長

が特に必要と認める経費 

※創業支援の補助金交付には、高畠町創業支援事業計画に基づく特定創業支援事業

（創業セミナー）を受講し、証明書の交付を受けた者又は証明書の交付が見込まれる

ことが条件となります。 
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7. 申請手続きの概要 

  （１）申請先及び問合せ先 

高畠町商工観光課 商工ブランド戦略係 

TEL ５２－２０１９ FAX ５２－１５４３ 

Ｅメール syoukan@town.takahata.yamagata.jp 

 

（２）受付期間 

令和７年５月２１日（水）～令和７年６月２７日（金） 

（注）応募書類は、公募締切日着で郵送または宅配便により提出すること。 

持参による提出は、午後５時までとする。 

（注）受付期間終了後、補助希望額が予算額に達しない場合は、予算の範囲内

で引き続き随時募集し、受付け順で予算額に達した時点で公募を終了す

る。 

 

  （３）提出書類 

     表２に定める部数の書類を提出すること。なお、必要に応じて追加資料の提出及

び説明を求めることがある。また、提出書類等の返却は行わない。  

    【表２】提出書類 

提 出 書 類 提出部数 

補助金計画書（表紙） 

創業者概要書（様式１） 

補助事業内容書（様式２） 

納税状況閲覧承諾書 

経費の根拠となる書類（見積書やカタログ等） 

既に創業されている方は、創業・開業日が確認できる書類（個人事

業の開業届出書等） 

その他、町長が必要と認める書類 

各々１部 

   

  （４）選定 

     補助事業の選定は、表３で定める審査基準に基づき、庁内及び外部関係機関等で

構成する「高畠町新事業活動推進サポート事業および創業者支援事業審査会」での

審査結果を踏まえ行う。 

    【表３】審査基準 

審 査 基 準 

（１）現状認識とビジョンの明確化 

現在の問題点や課題を把握し、それについてどのようにビジネスモ

デルを構築し改善・克服して行くのか等のビジョンが明確になってい

るか。 

（２）事業の妥当性、独創性、新規性、実現性 

   構築する事業のターゲット層が明確であり、目標達成に向けた実現

性があるかどうか。 
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（３）補助事業者の能力、事業費の妥当性 

   補助事業者が、財務や事務管理能力など遂行する能力があるか。 

   また、積算された事業費が妥当かどうか。 

   

（５）通知 

     審査結果（採択または不採択）については、審査終了後申請者あてに通知する。 

     採択となった申請者は別途、「高畠町創業者支援事業費補助金交付要綱」に基づく

補助金の交付に係る手続きを行う。 

 

  （６）その他 

    ①申請者が類似内容で本事業以外の国県等の補助事業や委託事業と併願している場

合には、採択時に調整する可能性がある。 

    ②採択された場合であっても、予算の都合により、補助金額が減額される場合があ

る。 

 

8. 補助事業期間 

   当該事業に係る補助は単年度であり、交付決定日から令和８年３月１３日とする。 

   交付決定以前に実施した事業については、基本的に補助対象外とする。 

 

9. 補助事業者の義務 

   本補助金の交付決定を受けた場合には、以下の条件を順守することとする。 

（１）交付決定を受けた後、補助事業の経費の配分または内容を変更しようとする場合、

若しくは、補助事業を中止または廃止しようとする場合には、事前に承認を得なけ

ればならない。 

（２）補助事業の遂行状況について、町が状況の報告を求めた場合には、速やかに報告

しなければならない。 

  （３）補助事業を完了したとき又は中止並びに廃止の承認を受けた時は、その日から起

算して３０日を経過した日又は翌年の３月１３日のいずれか早い日までに実績報告

書を提出しなければならない。 

  （４）補助事業により取得した機械等の財産又は効用の増加した財産については、補助

事業の終了後も善良なる管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って

効果的運用を図ることとする。補助対象物件を販売又は処分若しくは目的外使用す

る場合は、財産処分の承認を要する。また、当該財産を処分したことによって得た

収入の一部は町に納付しなければならない。ただし、減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経過した場合はそ

の限りではない。 

  （５）補助事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、

交付年度終了後５年間保存しなければならない。 

 

10. その他 

  （１）補助金の支払いについては、通常は翌年３月１３日までに実績報告書の提出を受

け、補助金額の確定後の精算払となる。特に必要と認められる場合、年度途中で事
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業の進捗状況を確認し、支出の支払いが済んでいることを確認した上で当該部分に

係る補助金が支払われる（概算払）場合もある。 

 

 

  （２）補助金を交付した事業者に対し、補助金交付の効果を把握するための調査を行う

場合がある。 

 

 

Ⅱ 申請先及び問合せ先 

〒９９２－０３９２ 

高畠町大字高畠４３６番地 

高畠町商工観光課 商工ブランド戦略係 

ＴＥＬ ５２－２０１９  ＦＡＸ ５２－１５４３ 

ｅメール shyoukan@town.takahata.yamagata.jp 

 


